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〈編集後記〉 

本年度最後の月報（669 号）をお届けする。 

今号には、原田博夫所員による「川崎市税制の特徴と推移」と、荒井久夫客員研究員による

「台湾ベンチャー・ビジネスの動向とベンチャー・キャピタル―台湾企業のベンチャー型創業

とベンチャー・キャピタルの役割―」の 2 本の論稿が掲載されている。 

原田氏による論稿は、各種の税に関するデータによって川崎市の税制の経年変化と特徴を把

握するものである。一般に政令指定都市は行政的あるいは財政的に裁量の余地が大きいと理解

されているが、税制に関しては「そうした特典や優遇措置はほとんど用意されていない」こと

などが浮き彫りにされている。 

荒井氏による論稿は、氏が 2005 年以降に台湾で行っているフィールド調査で得た情報を用い

て、台湾におけるいわゆるベンチャー・ビジネスの実情と特徴を考察するものである。台湾の

ベンチャー・キャピタルは、自社で稼いだ資金を元にファンドレイズした資金をベンチャー企

業に投資する「アメリカ型が少なくない」などの特色を持っているという。 

ところで、「ふるさと納税」が裕福な自治体に流出超過という厳しい影響をもたらすことに、

原田氏の論考が注で言及していた。今年度、卒論で流出超過の自治体を扱った学生がいた。イ

ンタビューなど読んでいて、こうした危機感が行政プランに工夫を生むインセンティブにも

なっているダイナミクスも面白かった。 

(H.H) 
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